
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 16日

上   場   会   社   名    日立電線（株） 上場取引所 東 大

コード番号    5812 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 総務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　山口　政男 TEL (03) 5252 - 3261
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 16日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）

(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 294,194 △ 7.7 9,926 47.9 7,822 11.2

11年 3月期 318,763 △ 11.8 6,712 △ 53.5 7,031 △ 50.3

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 4,110 27.0 10.93 - 2.5 2.5 2.7

11年 3月期 3,237 △ 58.9 8.60 - 2.0 2.2 2.2

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    376,200,692 株          11年 3月期    376,423,848 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 10.00 5.00 5.00 3,749 91.2 2.3

11年 3月期 10.00 5.00 5.00 3,764 116.3 2.4

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　           -  円     銭、　特別配当　           -  円     銭

(3)財政状態

      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 320,885 165,815 51.7 444.03

11年 3月期 315,821 159,857 50.6 424.67

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    373,435,848　株　　　11年 3月期    376,423,848株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 155,000 6,000 3,000 5.00 － －

通　　期 320,000 12,500 6,000 － 5.00 10.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   16 円 07 銭 
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１．１．１．１．貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表貸 借 対 照 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

前　　　　　期 当　　　　　期 増　　　　　減
　　科　　　　　　　目 （平 11.3.31 現在) （平 12.3.31 現在)

   〔　資 産 の 部　〕

　流 動 資 産 １７２，４２８ １７２，８１９ ３９１
  　　　　現 金 及 び 預 金 １９，４７６ １３，９９１ △５，４８４
　　　　受 取 手 形 １４，２１４ １４，５８９ ３７５
　　　　売 掛 金 ８１，７４８ ７６，０９２ △５，６５５
　　　　有 価 証 券 １８，７０１ ２４，７７１ ６，０７０
　　　　前 渡 金 １，５９２ ８６８ △７２３
　　　　製 品 ８，１１４ ７，７９７ △３１７
　　　　材 料 ３，７７５ ３，７２３ △５２
　　　　仕 掛 品 ２０，９１３ ２１，７７０ ８５６
　　　　繰 延 税 金 資 産        ― １，３６３ １，３６３
　　　　その他の流動資産 ４，４５１ ８，２７０ ３，８１９
　　　　貸 倒 引 当 金 △５６０ △４２０ １４０

　固 定 資 産 １４３，３９３ １４８，０６６ ４，６７２
有 形 固 定 資 産 １００，９２５ ９８，７４２ △２，１８２

　　　　建 物 ３２，７９２ ３２，６２４ △１６８
　　　　構 築 物 ３，４８６ ３，１８５ △３０１
　　　　機 械 装 置 ４６，３１９ ４５，３０６ △１，０１２
　　　　車 両 運 搬 具 １７９ １６８ △１１
　　　　工 具 器 具 備 品 ６，３２７ ５，９８３ △３４４
　　　　土 地 ８，７５１ ８，７９７ ４６
　　　　建 設 仮 勘 定 ３，０６６ ２，６７５ △３９１

無 形 固 定 資 産 ８４２ １，２５１ ４０９
   　　　　施 設 利 用 権 等 ８４２ １，２５１ ４０９

投 資 等 ４１，６２５ ４８，０７２ ６，４４６
　　　　子 会 社 株 式 １４，７０９ １４，９５０ ２４１
　　　　投 資 有 価 証 券 ７，９４８ １０，５０８ ２，５６０
　　　　長 期 貸 付 金 ５，０１４ ２，３３８ △２，６７５
　　　　繰 延 税 金 資 産        ― ６，７０３ ６，７０３
　　　　その他の投資等 １３，９８８ １４，２３０ ２４１
　　　　貸 倒 引 当 金 △３５ △６６０ △６２５
　資 産 合 計 ３１５，８２１ ３２０，８８５ ５，０６３
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）
前　　　　　期 当　　　　　期 増　　　　　減

　　科　　　　　　　目 （平 11.3.31 現在) （平 12.3.31 現在)
〔　負 債 の 部　〕

　流 動 負 債 ７７，４１９ ８０，００９ ２，５８９
　　　買 掛 金 ３４，０６９ ３４，３７９ ３０９
　　　短 期 借 入 金 ２４，９１６ ２５，６２８ ７１１
　　　未 払 金 ４，７２５ ４，３５０ △３７４
　　　未 払 法 人 税 等 ６４２ ２，３０３ １，６６０
　　　未 払 費 用 ９，４０６ ９，４３９ ３２
　　　前 受 金 １，６７８ １，８８７ ２０８
　　　預 り 金 １，６３４ １，６６７ ３３
　　　その他の流動負債 ３４６ ３５３ ７

　固 定 負 債 ７８，５４４ ７５，０６０ △３，４８４
　　　社　　　　　　　債 ３７，７９８ ３７，７９８ ―
　　　長 期 借 入 金 １１，１２６ １１，１０７ △１８
　　　退 職 給 与 引 当 金 ２９，６１９ ２６，１５４ △３，４６５
　負 債 合 計 １５５，９６４ １５５，０６９ △８９４
〔　資 本 の 部　〕

　資 本 金 ２５，９４０ ２５，９４０ ―
　法 定 準 備 金 ３６，１７５ ３６，１７５ ―
　　資 本 準 備 金 ２９，６９０ ２９，６９０ ―
　　利 益 準 備 金 ６，４８５ ６，４８５ ―

　剰 余 金 ９７，７４１ １０３，６９９ ５，９５８
  　　海外投資等損失準備金 ４３ １１ △３２
　　特 別 償 却 準 備 金 ３５７ １７７ △１７９
　　固定資産圧縮積立金 ５１１ ３４６ △１６５
　　圧縮特別勘定積立金 ６３ ３６ △２６
　　別 途 積 立 金 ８９，５００ ８９，５００ ―
　　当 期 未 処 分 利 益 ７，２６４ １３，６２７ ６，３６３
　　（うち当期純利益） （３，２３７） （４，１１０） （８７２）
　資 本 合 計 １５９，８５７ １６５，８１５ ５，９５８
　負 債 及 び 資 本 合 計 ３１５，８２１ ３２０，８８５ ５，０６３
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２．２．２．２．損 益 計 算 書損 益 計 算 書損 益 計 算 書損 益 計 算 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

前　　期　（Ａ） 当　　期　（Ｂ）
   　　科　　　　　　　　目 平 10.4. 1 から 平 11.4. 1 から Ｂ／Ａ（％）

平 11.3.31 まで 平 12.3.31 まで
   〔 経　常　損　益　の　部 〕
　営 業 損 益

売　　　　上　　　　高 ３１８，７６３ ２９４，１９４ 　９２
   　　　売 上 原 価 ２７３，７０４ ２４７，２６４ 　９０
　　　販売費及び一般管理費 ３８，３４６ ３７，００４ 　９６

 営 業 利 益 ６，７１２ ９，９２６ １４８
  　営 業 外 損 益
　　営 業 外 収 益 ４，９４９ ３，６０８ 　７３
　　（受取利息及び配当金） （２，４１４） （１，８２５） （　７６）
　　（雑 収 益） （２，５３５） （１，７８２） （　７０）
　　営 業 外 費 用 ４，６３０ ５，７１２ １２３
　　（支払利息及び割引料） （１，６６１） （１，２０３） （　７２）
　　（雑　　  損  　　失） （２，９６９） （４，５０９） （１５２）

 経 常 利 益 ７，０３１ ７，８２２ １１１
   〔 特　別　損　益　の　部 〕
　　特 別 利 益
　　（有 価 証 券 売 却 益         ）

―
（―）

３，５３５
（３，５３５）

　　　―
（　　―）

　　特 別 損 失
　　（適格退職年金過去勤務費用償却額）
　　（事　業　整　理　損　失）
　　（貸 倒 引 当 金 繰 入 額           ）

８９４
（８９４）
（―）
（―）

４，７７４
（２，１２７）
（２，０００）
（６４７）

５３４
（２３８）
（　　―）
（　　―）

　税 引 前 当 期 純 利 益 ６，１３７ ６，５８２ １０７
　法人税、住民税及び事業税 ２，９００ ２，４１０ 　８３
　法 人 税 等 調 整 額            ― ６２ 　　―
　当 期 純 利 益 ３，２３７ ４，１１０ １２７
　前 期 繰 越 利 益 ５，９０９ ５，２５３ 　８９
　過 年 度 税 効 果 調 整 額            ― ８，１２９ 　　―

　税効果会計適用に伴う            
　積立金及び準備金取崩額            ― ４１４ 　　―

　中 間 配 当 額 １，８８２ １，８８２ １００
　自 己 株 式 消 却 額            ― ２，３９７ 　　―
当 期 未 処 分 利 益 ７，２６４ １３，６２７ １８７
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３．利３．利３．利３．利    益益益益    処処処処    分分分分    計計計計    算算算算    書書書書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

前　　　　　期 当　　　　　期
項　　　　　　　　目 平 10.4. 1 から 平 11.4. 1 から

平 11.3.31 まで 平 12.3.31 まで
　当 期 未 処 分 利 益 ７，２６４ １３，６２７

　海外投資等損失準備金取崩額 ２４ １１

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 ５１ ２９

　固定資産圧縮積立金取崩額 ２４ １４

　圧縮特別勘定積立金取崩額             ― ３６

計 ７，３６４ １３，７１９

　　　　　こ れ を 下 記 の と お り 処 分 い た し ま す 。

　利 益 配 当 金 １，８８２ １，８６７
　　　１株につき 　　　１株につき
　　　普通配当　５円 　　　普通配当　５円

　取 締 役 賞 与 金 １２０ １１０

特　別　償　却　準　備　金 ― １３

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １０９ ７０

　次 期 繰 越 利 益 ５，２５３ １１，６５８
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４．重要な会計方針４．重要な会計方針４．重要な会計方針４．重要な会計方針

１．有価証券の評価方法及び評価基準
取引所の相場のある有価証券・・・移動平均法に基づく低価法
その他の有価証券・・・・・・・・移動平均法に基づく原価法

２．棚卸資産の評価方法及び評価基準
製品、仕掛品、主要材料及び副材料・・・・・・総平均法に基づく低価法
　製品、仕掛品及び主要材料の評価方法及び評価基準は、従来、後入先出法に基づく低価法（洗い替
え方式）によっておりましたが、当期から総平均法に基づく低価法（切り放し方式）に変更しており
ます。
　なお、この変更が経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は、軽微であります。

３．有形固定資産の減価償却方法
建物及び建物附属設備・・・・・法人税法に基づく定額法
そ　　　 の 　　　他・・・・・法人税法に基づく定率法

４．退職給与引当金は、従業員については退職金規程に基づく期末における会社都合要支給額から適格退
　　職年金で補填される金額を控除した額を計上しており、役員については内規による引当額 1,119 百万
　　円を計上しております。なお、役員についての退職給与引当額は、商法第２８７条ノ２の規定による
　　引当金であります。

（注記事項）

　　利益による株式の消却

消 却 株 式 数          　　　　　2,988,000 株

株式の取得価額の総額　　　2,397,338,000 円

５．役員の異動５．役員の異動５．役員の異動５．役員の異動（本件については、平成 12 年 4 月 24 日に既に発表しております。）
(1) 代表者の異動

該当なし

(2) その他役員の異動

新任監査役候補

　監査役(常　勤)　　　御子柴　晃　一（当社顧問）
　監査役(非常勤)※　　下　條　正　浩（弁護士：西村総合法律事務所）

退任予定取締役
　常 務 取 締 役　　　泉　　　圭　佑（日立ケーブルインターナショナル㈱取締役社長に就任予定）

　取　　締　　役　　　橋　本　哲　夫（日立電線商事㈱取締役社長留任）

　取　　締　　役　　　因　幡　一　男（日立電線販売㈱取締役社長に就任予定）

退任予定監査役

　監査役(常　勤)　　　吉　田　禎　允（当社顧問に就任予定）
　監査役(非常勤)※　　園　山　　　裕

※　「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第 18 条第 1項に定める社外監査役であり
　　ます。
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新任監査役候補

◎御　子　柴　晃　一（みこしば　こういち）
（昭和 12年 3月 22日生・６３才）
昭和 34年 4月　当社入社
平成 3年 7月　当社オプトロシステム研究所長
平成 5年 6月　当社取締役
平成 9年 6月　当社常務取締役
平成 11年 6月　当社顧問　現在に至る

◎下　條　正　浩（しもじょう　まさひろ）西村総合法律事務所 弁護士
（昭和 19年 3月 19日生・５６才）
昭和 48年 4月　第一東京弁護士会登録
昭和 48年 4月　西村小松法律事務所（現西村総合法律事務所）入所
昭和 57年 12月　米国カリフォルニア州弁護士資格取得
平成 10年 4月　法制審議会国際私法部会委員　現在に至る

                                           以　　　上


